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（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１営業収益

１下水道使用料 下水道使用料

２雨水処理負担金 雨水処理負担金

３受託事業収益
流域下水道不明水対策県負
担金

90その他営業収益
責任技術者・指定工事店登
録手数料等

２営業外収益

１受取利息及び
　配当金

預金利息

２他会計補助金 一般会計補助金

３長期前受金戻入 長期前受金からの収益化額

４雑収益 延滞金、消費税還付金等

（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１営業費用

１管渠費 管渠維持管理に要する経費

２流域下水道維持
　管理負担金

相模川流域下水道管理事業
に要する経費

３総係費
事業活動の全般に要する経
費

４減価償却費 固定資産等の減価償却費

２営業外費用

１支払利息及び
　企業債取扱諸費

企業債等の支払利息

90雑支出 受益者負担金等の償還金

３特別損失

90その他特別損失

４予備費

１予備費

21下水道事業
　費　　　用

令和３年度大磯町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

11下水道事業
　収　　　益

（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

31資本的収入

１企業債

１企業債
建設改良費等に対する企業
債

２出資金

１他会計出資金
企業債元金償還金等に対す
る一般会計出資金

３負担金等

１受益者負担金 下水道事業受益者負担金

２分担金 下水道事業分担金

４補助金

１国庫補助金
建設改良費に対する国庫補
助金

３他会計補助金
建設改良費等に対する一般
会計補助金

（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

41資本的支出

１建設改良費

１管渠建設改良費
管渠建設改良費に要する経
費

２流域下水道建設
　負担金

相模川流域下水道建設に対
する負担金

１企業債償還金 企業債の元金償還金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

３企 業 債
　償 還 金
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（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

31資本的収入

１企業債

１企業債
建設改良費等に対する企業
債

２出資金

１他会計出資金
企業債元金償還金等に対す
る一般会計出資金

３負担金等

１受益者負担金 下水道事業受益者負担金

２分担金 下水道事業分担金

４補助金

１国庫補助金
建設改良費に対する国庫補
助金

３他会計補助金
建設改良費等に対する一般
会計補助金

（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

41資本的支出

１建設改良費

１管渠建設改良費
管渠建設改良費に要する経
費

２流域下水道建設
　負担金

相模川流域下水道建設に対
する負担金

１企業債償還金 企業債の元金償還金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

３企 業 債
　償 還 金
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大磯町下水道事業会計　 (単位　千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　   当年度純利益（△は純損失）
　   減価償却費
　   賞与引当金増加額（△は減少）
　   貸倒引当金増加額（△は減少）
　   長期前受金戻入額
　   受取利息及び配当金
　   支払利息及び企業債取扱諸費
　   営業及び営業外未収金減少額
　   営業及び営業外未払金・未払費用増加額

     小　　計

　   受取利息及び配当金
　   支払利息及び企業債取扱諸費

    業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　   固定資産の取得による支出
　   国庫・県補助金による収入
　   他会計補助金による収入
　   負担金等による収入
　　 投資活動に伴う未払金等の債務の減少額 △ 37,143

    投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　   建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　   建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　   他会計からの出資による収入

    財務活動によるキャッシュ・フロー

   現金預金の増加額（又は減少額）
   現金預金の期首残高
   現金預金の期末残高

令和３年度大磯町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)

△ 282,381
△ 1

△ 46,340

△ 2,627

△ 140,805

△ 986,790

△ 543,675

△ 687,986
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１．特別職

　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　　　　　　　与

報　　酬 給　　料

２．一般職

（１）総括

職員数（人）

※職員手当には、賞与引当金繰入額（その他特別損失分を含む。）を含む。

区　　　分 地域手当 期末勤勉手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

職員手当 本　年　度

の　内　訳 前　年　度

比　　　較 △ 1,510 △ 320 △ 15

※職員手当には、賞与引当金繰入額（その他特別損失分を含む。）を含む。

給　与　費　明　細　書

区　　　　分 期末手当（年間支給率）

本年度
その他の特別職

計

前年度
その他の特別職

計

比　　較
その他の特別職

計

　　　　　　　　　給　　　　　　　　　　　与

区　　　　分 報　　　酬 給　　　料

比　　　　　較 △ 423

本　　年　　度

前　　年　　度
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（単位　千円）

法 　定 退職手当組合

地域手当 その他の手当 計 福利費 負　　担　　金 合計 備考

（単位　千円）

法　 　定 退職手当組合

職員手当 計 福 利 費 負　担　金 備　　考

△ 1,396 △ 1,819

（単位　千円）

時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 宿日直手当 管理職手当

△ 792

費

合　　　　計

費

△ 1,342
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ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数（人）

※職員手当には、賞与引当金繰入額（その他特別損失分を含む。）を含む。

区        分 地域手当 期末勤勉手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

職員手当 本　年　度

の　内　訳 前　年　度

比　　　較 △ 1,510 △ 320 △ 15

※職員手当には、賞与引当金繰入額（その他特別損失分を含む。）を含む。

　　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　　　与

区　　　　　分 報　　　酬 給　　　料

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較 △ 423



－ 337 －

（単位　千円）

法　　　定 退職手当組合

職員手当 計 福 利 費 負　担　金 備　　考

△ 1,396 △ 1,819 △ 1,342

（単位　千円）

時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 宿日直手当 管理職手当

△ 792

合　　　　計

費
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 増減額（千円） 説　　　明 備考

（３）給料及び職員手当の状況

一般行政職

△ 1,281 人事異動等による減

職員手当 △ 1,396
その他の
増減分

昇給に伴う
増加分

その他の
増減分

△ 741

増減事由別内訳（千円）

給　　料 △ 423

ア　職員一人当たりの給与

人事異動等による減

△ 115 条例改正による減

区　　　　　　　　　分

令和3年1月1日 平均給料月額（円）

現　　　在 平均給与月額（円）

平　均　年　齢（歳）

平　均　年　齢（歳）

令和2年1月1日 平均給料月額（円）

現　　　在 平均給与月額（円）
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イ　初任給

区　　分

高校卒 円 円

短大卒

大学卒

国　の　制　度

一般行政職 一般行政職



－ 340 －

区　　　分 級

７級

６級

令和３年 ５級

４級

１月１日現在 ３級

２級

１級

計

７級

６級

令和２年 ５級

４級

１月１日現在 ３級

２級

１級

計

ウ　級別職員数

一般行政職

職員数（人） 構成比（％）
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（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

支給率計

（月分）

国の制度 有

※期末手当・勤勉手当＝（給料月額＋扶養手当＋地域手当＋職務の級等による加算額）×支給率

本　年　度 有

前　年　度 有

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階、職務の

備考
６月（月分） １２月（月分） 級等による加算措置

オ　期末手当・勤勉手当

比　　　　　　　　率　（Ｂ／Ａ）

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　　　員　　　　　　数（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ）

号給数別内訳

比　　　　　　　　率　（Ｂ／Ａ）

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　　　員　　　　　　数（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ）

号給数別内訳

エ　昇給

区　　　　　　　分
代表的な職種

合　　　　計 一般行政職



－ 342 －

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 その他の

の者（月分） の者（月分） の者（月分） （月分） 加算措置等

定年前早期

退職特例

支給率等 措置（2％～

20％加算）

定年前早期

国の制度 退職特例

措置（3％～

（支給率等） 45％加算）

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

（令和3年1月1日現在）

国の指定基準に基づく支給率　（％）

ク　特殊勤務手当

区　　　　分
代表的な職種

全　　職　　種 一般行政職

支　給　対　象　職　員　数　（人）

キ　地域手当

支　　給　　対　　象　　地　　域 全地域

支　　　　　給　　　　　率　（％）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る手当

区　　分 備考
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区　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

部長 課長 副課長 係長

参事 主幹 副主幹 主査

支給月額

（級別の標準的な職務内容）

一般行政職 主任主事 主事 主事補

差異の内容

扶養手当 異なる 支給月額

住居手当 異なる 支給月額

通勤手当 異なる

国の制度との異同

ケ　その他の手当

区　　　　分
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債務負担行為で翌年度以降にわたる 
又は支出額の見込み及び当該年度 

 

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の

支 出 （ 見 込 ） 額

期 間 金 額

排水設備設置等資金利子補給金

借入期間中における融資残

高につき年利 ％以内の

割合で計算した利子相当額

令和２年度

排水設備設置等資金として融資し

た金融機関に対する損失補償

排水設備設置等資金

千円の範囲内で融資した金

融機関が、そのために損失

を受けた場合には 千円

を限度として元金及び期限

後の利子

令和２年度

複合機借上料 令和２年度

電子計算機借上料 令和２年度

システム使用料
令和元年度～

令和２年度
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ものについての前年度末までの支出額 
以降の支出予定額等に関する調書 

（単位 千円） 
該 当 年 度 以 降 の

支 出 予 定 額

左の財源内訳

特定財源
一般財源

期 間 金 額 国（県）支出金 地方債 その他

令和３年度～

令和５年度

令和３年度～

令和５年度

損失を受けた金融機

関からの申し出に基

づき元金及び利子

令和３年度～

令和７年度

令和３年度～

令和７年度

令和３年度～

令和６年度
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大磯町下水道事業会計 (単位　千円)

１．固　定　資　産
　（１）有形固定資産
　　イ　土　　　　　地
　　ロ　構　　築　　物
　　　　減価償却累計額 △ 1,013,741
　　ハ　機械及び装置
　　　　減価償却累計額 △ 20,628
　　ニ　車両運搬具
　　　　減価償却累計額 △ 316
　　ホ　工具器具及び備品
　　　　減価償却累計額 △ 590
　　へ　建 設 仮 勘 定
　　　　有形固定資産合計

　（２）無形固定資産
　　イ　施 設 利 用 権
　　　　無形固定資産合計

　（３）投資その他資産
　　イ　出　　資　　金
　　　　投資その他資産合計
　　　　固 定 資 産 合 計

２．流　動　資　産
　（１）現　金　預　金
　（２）未　　収 　 金
　　　　貸 倒 引 当 金 △ 5,288
　　　　流 動 資 産 合 計

　資　　産　　合　　計

令和３年度大磯町下水道事業予定貸借対照表
(令和４年３月３１日)

資産の部
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３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　　固 定 負 債 合 計

４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債
　（２）未　　払　　金
　（３）引　　当　　金
　　イ　賞 与 引 当 金
　　ロ　流動負債その他引当金
　（４）預　　り　　金
　　　　流 動 負 債 合 計

５．繰　延　収　益
　（１）長 期 前 受 金
　　イ　国 庫 補 助 金
　　　　収益化累計額 △ 274,257
　　ロ　県　補　助　金
　　　　収益化累計額 △ 11,236
　　ハ　他会計補助金
　　　　収益化累計額 △ 96,824
　　ニ　受益者負担金
　　　　収益化累計額 △ 17,028
　　ホ　受贈財産評価額
　　　　収益化累計額 △ 160,516
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負　 債　 合　 計

６．資　本　金
　（１）自己資本金
　　イ　固有資本金
　　ロ　繰入資本金
　　　　資 本 金 合 計

７．剰　余　金
　（１）資 本 剰 余 金
　　イ　受贈財産評価額
　　　　資本剰余金合計

　（２）利 益 剰 余 金
　　イ　当年度未処理欠損金 △ 64,933
　　　　利益剰余金合計 △ 64,933
　剰　余　金　合　計 △ 61,424

　資　　本　　合　　計
　負　債　資　本　合　計

負債の部

資本の部
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１ 重要な会計方針に係る事項

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。記帳方式は間接法としている。

・主な耐用年数

構築物 年～ 年

機械及び装置 年～ 年

車両運搬具 ３年～４年

工具器具及び備品 ５年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。記帳方式は直接法としている。

・主な耐用年数

施設利用権 年

（２）引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する神奈川県市町村職員退職手当組合に

対する負担金を除き、一般会計がその全部負担することとなっているため、退職給付

引当金は計上していない。

イ 賞与引当金（法定福利費引当金を含む。）

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する金額（ 月から３月までの４か月分）を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 千円

である。

３ リース契約により使用する固定資産

（１）リース取引の処理方法

地方公営企業法施行規則第 条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。

注記 令和３年度
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大磯町下水道事業会計 (単位　円)
１．営　業　収　益
　（１）下水道使用料
　（２）雨水処理負担金
　（３）受託事業収益
　（４）その他の営業収益

２．営　業　費　用
　（１）管　　渠　　費
　（２）流域下水道
　　　　維持管理負担金
　（３）総　　係　　費
　（４）減 価 償 却 費
　　営　　業　　利　　益 △ 371,587,378

３．営　業　外　収　益
　（１）受取利息及び配当金
　（２）他 会 計 補 助 金
　（３）長期前受金戻入
　（４）雑　　収　　益

４．営　業　外　費　用
　（１）支払利息及び
　　　　企業債取扱諸費
　（２）雑　　 支　　 出
　　経　　常　　利　　益 △ 43,454,842

５．特　　別　　損　　失
　（１）その他特別損失 △ 19,478,000

６．予　　　備　　　費
　（１）予　　　備　　　費

　　当 年 度 純 損 失
　　前年度繰越欠損金
　　その他未処理分利益
　　剰余金変動額
　　当年度未処理欠損金

令和２年度  大磯町下水道事業予定損益計算書
(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)
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大磯町下水道事業会計 (単位　千円)

１．固　定　資　産
　（１）有形固定資産
　　イ　土　　　　　地
　　ロ　構　　築　　物
　　　　減価償却累計額 △ 492,489
　　ハ　機械及び装置
　　　　減価償却累計額 △ 10,078
　　ニ　車両運搬具
　　　　減価償却累計額 △ 166
　　ホ　工具器具及び備品
　　　　減価償却累計額 △ 297
　　へ　建 設 仮 勘 定
　　　　有形固定資産合計

　（２）無形固定資産
　　イ　施 設 利 用 権
　　　　無形固定資産合計

　（３）投資その他資産
　　イ　出　　資　　金
　　　　投資その他資産合計
　　　　固 定 資 産 合 計

２．流　動　資　産
　（１）現　金　預　金
　（２）未　　収 　 金
　　　　貸 倒 引 当 金 △ 4,561
　　　　流 動 資 産 合 計

　資　　産　　合　　計

令和２年度大磯町下水道事業予定貸借対照表
(令和３年３月３１日)

資産の部
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３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　　固 定 負 債 合 計

４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債
　（２）未　　払　　金
　（３）引　　当　　金
　　イ　賞 与 引 当 金
　　ロ　流動負債その他引当金
　（４）預　　り　　金
　　　　流 動 負 債 合 計

５．繰　延　収　益
　（１）長 期 前 受 金
　　イ　国 庫 補 助 金
　　　　収益化累計額 △ 134,814
　　ロ　県　補　助　金
　　　　収益化累計額 △ 5,615
　　ハ　他会計補助金
　　　　収益化累計額 △ 48,709
　　ニ　受益者負担金
　　　　収益化累計額 △ 8,649
　　ホ　受贈財産評価額
　　　　収益化累計額 △ 79,693
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負　 債　 合　 計

６．資　本　金
　（１）自己資本金
　　イ　固有資本金
　　ロ　繰入資本金
　　　　資 本 金 合 計

７．剰　余　金
　（１）資 本 剰 余 金
　　イ　受贈財産評価額
　　　　資本剰余金合計

　（２）利 益 剰 余 金
　　イ　当年度未処理欠損金 △ 64,933
　　　　利益剰余金合計 △ 64,933
　剰　余　金　合　計 △ 61,424

　資　　本　　合　　計
　負　債　資　本　合　計

負債の部

資本の部
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１ 重要な会計方針に係る事項

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。記帳方式は間接法としている。

・主な耐用年数

構築物 年～ 年

機械及び装置 年～ 年

車両運搬具 ３年～４年

工具器具及び備品 ５年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。記帳方式は直接法としている。

・主な耐用年数

施設利用権 年

（２）引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する神奈川県市町村職員退職手当組合に

対する負担金を除き、一般会計がその全部負担することとなっているため、退職給付

引当金は計上していない。

イ 賞与引当金（法定福利費引当金を含む。）

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する金額（ 月から３月までの４か月分）を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 千円

である。

３ リース契約により使用する固定資産

（１）リース取引の処理方法

地方公営企業法施行規則第 条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。

注記 令和２年度
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（単位：千円）

金　 額

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料 △ 16,253 下水道使用料 下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理負担金 雨水処理負担金

受託事業収益 受託事業収益 流域下水道不明水対策県負担金

その他営業収益 △ 152 手数料 責任技術者・指定工事店登録手数料

営業外収益

受取利息及び配当金 預金利息 預金利息

他会計補助金 他会計補助金 他会計補助金

長期前受金戻入 国庫補助金 国庫補助金

県補助金 県補助金

他会計補助金 他会計補助金
企業債元金償還繰入金

受益者負担金 受益者負担金

受贈財産評価額 受贈財産評価額

雑収益 △ 1,026 雑収益 公共下水道使用料延滞金
公共下水道受益者負担金延滞金
消費税還付金
コピー代
その他雑収益

節

区　 分
説　　明

収　入

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較

収　益　的　収　入 及　び　支　出

令　和　３　年　度　大　磯　町　下　水　道　事　業 会　計　予　算　説　明　書
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（単位：千円）

金　 額

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料 △ 16,253 下水道使用料 下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理負担金 雨水処理負担金

受託事業収益 受託事業収益 流域下水道不明水対策県負担金

その他営業収益 △ 152 手数料 責任技術者・指定工事店登録手数料

営業外収益

受取利息及び配当金 預金利息 預金利息

他会計補助金 他会計補助金 他会計補助金

長期前受金戻入 国庫補助金 国庫補助金

県補助金 県補助金

他会計補助金 他会計補助金
企業債元金償還繰入金

受益者負担金 受益者負担金

受贈財産評価額 受贈財産評価額

雑収益 △ 1,026 雑収益 公共下水道使用料延滞金
公共下水道受益者負担金延滞金
消費税還付金
コピー代
その他雑収益

節

区　 分
説　　明

収　入

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較

収　益　的　収　入 及　び　支　出

令　和　３　年　度　大　磯　町　下　水　道　事　業 会　計　予　算　説　明　書
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（単位：千円）

金　 額

下水道事業費用 △ 10,729

営業費用

管渠費 △ 5,949 旅費 （維持）普通旅費

備消品費 （維持）備消品費

燃料費 （維持）燃料費

光熱水費 （維持）光熱水費

通信運搬費 （維持）通信運搬費

委託料 （維持）管理委託料
（維持）調査委託料
（維持）下水道台帳整備委託料

手数料 （維持）手数料
（災害）手数料

賃借料 （維持）電子計算機プログラム使用料
（維持）用地借上料
（維持）機械借上料

修繕費 （維持）修繕費
（災害）修繕費

負担金 （維持）平塚市公共下水道維持管理負担金

保険料 （維持）火災保険料

流域下水道維持管理負担金 負担金 （維持）相模川流域下水道維持管理負担金

総係費 報酬 （審議）下水道事業運営審議会委員報酬

給料 （給与）一般職給

手当 （給与）手当

賞与引当金繰入額 （給与）一般職賞与引当金繰入額

法定福利費 （給与）法定福利費賞与引当金繰入額
（給与）職員共済組合負担金

退職給付費 （給与）退職手当組合負担金

報償費 （受益）納期前納付報奨金
（維持）排水設備設置等資金利子補給金
（維持）排水設備設置等奨励金

旅費 （事務）普通旅費
（受益）普通旅費

備消品費 （事務）備消品費
（審議）備消品費
（受益）備消品費

印刷製本費 （受益）印刷製本費

通信運搬費 （事務）通信運搬費
（受益）通信運搬費

委託料 （事務）公営企業会計運営サポート委託料
（受益）下水道使用料徴収等委託料

支　出

説　　明
区　 分

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節
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（単位：千円）

金　 額

下水道事業費用 △ 10,729

営業費用

管渠費 △ 5,949 旅費 （維持）普通旅費

備消品費 （維持）備消品費

燃料費 （維持）燃料費

光熱水費 （維持）光熱水費

通信運搬費 （維持）通信運搬費

委託料 （維持）管理委託料
（維持）調査委託料
（維持）下水道台帳整備委託料

手数料 （維持）手数料
（災害）手数料

賃借料 （維持）電子計算機プログラム使用料
（維持）用地借上料
（維持）機械借上料

修繕費 （維持）修繕費
（災害）修繕費

負担金 （維持）平塚市公共下水道維持管理負担金

保険料 （維持）火災保険料

流域下水道維持管理負担金 負担金 （維持）相模川流域下水道維持管理負担金

総係費 報酬 （審議）下水道事業運営審議会委員報酬

給料 （給与）一般職給

手当 （給与）手当

賞与引当金繰入額 （給与）一般職賞与引当金繰入額

法定福利費 （給与）法定福利費賞与引当金繰入額
（給与）職員共済組合負担金

退職給付費 （給与）退職手当組合負担金

報償費 （受益）納期前納付報奨金
（維持）排水設備設置等資金利子補給金
（維持）排水設備設置等奨励金

旅費 （事務）普通旅費
（受益）普通旅費

備消品費 （事務）備消品費
（審議）備消品費
（受益）備消品費

印刷製本費 （受益）印刷製本費

通信運搬費 （事務）通信運搬費
（受益）通信運搬費

委託料 （事務）公営企業会計運営サポート委託料
（受益）下水道使用料徴収等委託料

支　出

説　　明
区　 分

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節



－ 358 －

（単位：千円）

金　 額
説　　明

区　 分
款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較

節

手数料 （事務）手数料
（受益）手数料

賃借料 （事務）自動車借上料
（事務）システム使用料

研修費 （事務）下水道事業研修会負担金

負担金 （事務）全国町村下水道推進協議会神奈川県支部負担金
（事務）日本下水道協会会費
（受益）共同システム負担金

保険料 （事務）傷害保険料

貸倒引当金繰入額 　貸倒引当金繰入額

減価償却費 　構築物減価償却費
　機械及び装置減価償却費
　車両運搬具減価償却費
　工具器具備品減価償却費
　その他無形固定資産減価償却費

営業外費用 △ 7,981

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 7,981 企業債利息 （利息）企業債利息

雑支出 雑支出 （受益）償還金

特別損失 △ 19,645

その他特別損失 △ 19,645 その他特別損失 　その他特別損失

予備費

予備費 予備費 　予備費

（給与）・・・職員給与
（事務）・・・公共下水道運営事務事業
（審議）・・・下水道運営審議会事業
（受益）・・・受益者負担金等賦課徴収事業
（維持）・・・公共下水道維持管理事業
（災害）・・・災害復旧事業
（利息）・・・下水道債に対する利子

有形固定資産減価
償     却     費

無形固定資産減価
償     却     費
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（単位：千円）

金　 額
説　　明

区　 分
款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較

節

手数料 （事務）手数料
（受益）手数料

賃借料 （事務）自動車借上料
（事務）システム使用料

研修費 （事務）下水道事業研修会負担金

負担金 （事務）全国町村下水道推進協議会神奈川県支部負担金
（事務）日本下水道協会会費
（受益）共同システム負担金

保険料 （事務）傷害保険料

貸倒引当金繰入額 　貸倒引当金繰入額

減価償却費 　構築物減価償却費
　機械及び装置減価償却費
　車両運搬具減価償却費
　工具器具備品減価償却費
　その他無形固定資産減価償却費

営業外費用 △ 7,981

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 7,981 企業債利息 （利息）企業債利息

雑支出 雑支出 （受益）償還金

特別損失 △ 19,645

その他特別損失 △ 19,645 その他特別損失 　その他特別損失

予備費

予備費 予備費 　予備費

（給与）・・・職員給与
（事務）・・・公共下水道運営事務事業
（審議）・・・下水道運営審議会事業
（受益）・・・受益者負担金等賦課徴収事業
（維持）・・・公共下水道維持管理事業
（災害）・・・災害復旧事業
（利息）・・・下水道債に対する利子

有形固定資産減価
償     却     費

無形固定資産減価
償     却     費
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（単位：千円）

金　 額

資本的収入 △ 11,972

企業債 △ 300

企業債 △ 300 企業債 公共下水道事業債
流域下水道事業債

出資金 △ 3,910

他会計出資金 △ 3,910 他会計出資金 他会計出資金

負担金等

受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金

分担金 下水道事業分担金 下水道事業分担金

補助金 △ 25,930

国庫補助金 公共下水道事業費 社会資本整備総合交付金
補　 　助　 　金

他会計補助金 △ 26,480 他会計補助金 他会計補助金

資　本　的　収　入 及　び　支　出

説　　明
区　 分

令　和　３　年　度　大　磯　町　下　水　道　事　業 会　計　予　算　説　明　書

収　入

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節



－ 361 －

（単位：千円）

金　 額

資本的収入 △ 11,972

企業債 △ 300

企業債 △ 300 企業債 公共下水道事業債
流域下水道事業債

出資金 △ 3,910

他会計出資金 △ 3,910 他会計出資金 他会計出資金

負担金等

受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金

分担金 下水道事業分担金 下水道事業分担金

補助金 △ 25,930

国庫補助金 公共下水道事業費 社会資本整備総合交付金
補　 　助　 　金

他会計補助金 △ 26,480 他会計補助金 他会計補助金

資　本　的　収　入 及　び　支　出

説　　明
区　 分

令　和　３　年　度　大　磯　町　下　水　道　事　業 会　計　予　算　説　明　書

収　入

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節



－ 362 －

（単位：千円）

金　 額

資本的支出

建設改良費 △ 8,446

管渠建設改良費 △ 7,307 給料 （整備）一般職給

手当 （整備）手当

法定福利費 （整備）職員共済組合負担金

退職給付費 （整備）退職手当組合負担金

旅費 （整備）普通旅費

備消品費 （整備）備消品費

燃料費 （整備）燃料費

印刷製本費 （整備）印刷製本費

委託料 （整備）調査委託料
（整備）設計委託料
（整備）設計監理委託料
（整備）試掘調査委託料

手数料 （整備）手数料

賃借料 （整備）複写機借上料
（整備）電子計算機借上料
（整備）電子計算機プログラム使用料
（整備）道路工事調整システム使用料

工事請負費 （整備）工事請負費

修繕費 （整備）自動車車検等修繕費

補償費 （整備）補償費

負担金 （整備）公共下水道整備事業負担金

保険料 （整備）自動車損害保険料

流域下水道建設負担金 △ 1,139 負担金 （流域）相模川流域下水道建設負担金

企業債償還金

企業債償還金 企業債償還金 （元金）下水道債償還金

（整備）・・・公共下水道整備事業
（流域）・・・相模川流域下水道等建設負担金事業
（元金）・・・下水道債に対する元金

説　　明
区　 分

支　出

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節



－ 363 －

（単位：千円）

金　 額

資本的支出

建設改良費 △ 8,446

管渠建設改良費 △ 7,307 給料 （整備）一般職給

手当 （整備）手当

法定福利費 （整備）職員共済組合負担金

退職給付費 （整備）退職手当組合負担金

旅費 （整備）普通旅費

備消品費 （整備）備消品費

燃料費 （整備）燃料費

印刷製本費 （整備）印刷製本費

委託料 （整備）調査委託料
（整備）設計委託料
（整備）設計監理委託料
（整備）試掘調査委託料

手数料 （整備）手数料

賃借料 （整備）複写機借上料
（整備）電子計算機借上料
（整備）電子計算機プログラム使用料
（整備）道路工事調整システム使用料

工事請負費 （整備）工事請負費

修繕費 （整備）自動車車検等修繕費

補償費 （整備）補償費

負担金 （整備）公共下水道整備事業負担金

保険料 （整備）自動車損害保険料

流域下水道建設負担金 △ 1,139 負担金 （流域）相模川流域下水道建設負担金

企業債償還金

企業債償還金 企業債償還金 （元金）下水道債償還金

（整備）・・・公共下水道整備事業
（流域）・・・相模川流域下水道等建設負担金事業
（元金）・・・下水道債に対する元金

説　　明
区　 分

支　出

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節


